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改正省エネ法対応の
配送計画システムの研究開発

株式会社富士通総研
研究開発部

*山根審治、宮崎知明
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環境調和型
ロジスティックス

－環境負荷低減の実現－

1．定量的な把握
2．分析と改善

環境調和型
ロジスティックス

－環境負荷低減の実現－

1．定量的な把握
2．分析と改善

背景

※CSR：Corporate Social Responsibility

京都議定書発効に伴う
排ガス削減への取り組み

実証実験等による官主導
環境負荷低減の推進

企業の社会的責任（CSR）

としての環境対策

・環境報告書への記載。
・事業者の比較・評価や

取引の際の指標とする。
・ISO14001の取得。

システム化
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国家施策の動き

物流政策懇談会
開催H16.11～H17.3

新総合物流施策大綱
H17.11

グリーン物流パートナーシップ会議
（経済省、国交省、物流連、JILS、日本経団連）

発足H16.12/モデル事業公募H17.4～H17.８

流通効率化新法 （H17.10月施行：「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」）

効率的で環境負荷の小さい物流に対し「総合効率化計画」の認定を行なう。計画が認定され
ると施設に対する税制優遇、特定地域への流通施設建設の後押し、金融措置等を受けること
ができる。（国土交通省・経済産業省・農林水産省 所管）

改正省エネ法 （H18.4月施行：「エネルギー使用の合理化に関する法律を一部改正する法律」）

従来の省エネ法が改正され運輸部門が対象とされた。運送事業者、荷主企業に対し省エネ計
画の作成、エネルギー消費量等の報告を義務化。毎年１％の省エネを実現するための取り組
みを求めるもの。 （経済産業省 所管）

荷主と運送事業者協業のモデル事業を認定し、補助金を措置

環境負荷の報告・削減施策の提出を義務化

効率的な物流に対しての優遇措置

その他、RFIDなどの普及措置

出所：国土交通省 http://www.mlit.go.jp/pubcom/05/pubcomt59_.html
経済産業省、総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会荷主判断基準小委員会とりまとめ案

http://www.meti.go.jp/feedback/downloadfiles/i51014cj.pdf

改正省エネ法における計画及び報告書の内容（サンプル）

計画計画 報告書報告書
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改正省エネ法施行後のスケジュール

輸送事業者 荷主

平成18年4月1日

施行 ◆特定輸送事業者の指定
（4月より順次）

平成19年4月 ◆特定荷主の指定
（4月より順次）

◆省エネ計画書・
報告書の提出
（9月末日）

平成19年9月

平成20年以降 ◆省エネ計画書・報告書の提出
（６月末日）

■エネルギー消費量等の取得開始 ■トンキロデータの取得開始
■特定荷主になる可能性のある企業
は積載率などのデータも取得

◆省エネ計画書・
報告書の提出
（６月末日）
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環境負荷低減活動：実現施策例

モーダルシフト

低公害車／低公害型燃料
へのシフト

経路の最適化
・輸配送距離削減

・積載率向上

・燃料使用量の削減
・電気使用量の削減
・包装資材の削減
・再生素材の使用
・廃棄物の削減
・電子タグを活用した効率的な管理 etc…

・拠点の統廃合
・複数事業者の拠点集約
・ ３ＰＬ業者委託による複数企業の拠点集約

etc…

Co2Co2排出量削減排出量削減

輸配送経路関連

拠点活動関連 拠点集約関連

・経路の見直しによる輸配送距離削減
・輸送機関変更（モーダルシフト）による削減
・トラックの大型化による効率化
・低公害型燃料への転換
・大型低公害車の導入

etc…
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流通業Ａ社の事例：輸入ルートの全体最適化

①貨物の最適港揚げによる国内長距離輸送・横持ち輸送の削減により、CO2排出量を削減する。
②貨物の積載効率向上により中国港から国内港への輸送頻度を削減することで、CO2排出量を削減する。
③納期を遵守しつつ航空機から船へのモーダルシフトを実現することにより、CO2排出量を削減する。

現状 新事業モデル適用後

【中国】

工場

上海港

東京／横浜

大阪／神戸 【中国】

工場

工場
上海港

東京／横浜港

大阪／神戸

下関

荷の集約による
積載効率向上

納期を遵守しつつ
モーダルシフトを
実現

最適港揚げによる
国内長距離輸送・
横持ち輸送の削減

納期遵守のための
航空機利用大

トラックによる
長距離輸送

積載効率が悪く
輸送頻度大

長距離横持ち
輸送

成田空港

上海空港

物流
センタ

成田空港

物流
センタ

上海空港

航空便の削減に
よるコストとＣＯ２
の削減

日々の運用の中での組合せ最適化が必要

出荷情報とダイヤ情報、積合せコストなどを考慮した、総輸送コストを最小とする複数日の
輸配送計画を決定。

入力情報を元に時空間ネットワーク（輸送経路と時間の流れ）を設計し、コスト最短路探索
手法とメタヒューリスティック手法との組合わせによる解決手法を用いる。

本手法のメリット
①実務上の条件を容易に組み入れることができる。

(納品時間・在庫コスト・積合せの可否など)
②最短経路を探索することは瞬時に解決できるので、大規模問題でも対応できる。

(荷の仕分けが数千の場合など)

・出荷情報

・ダイヤ情報

・パラメータ情報

日々変化
する条件

・物流センタマスタ

・海外港・空港マスタ

・国内港・空港マスタ

消費地倉庫マスタ

店舗情報マスタ

・時間距離運賃マスタ

（港ー消費地倉庫）

・時間距離運賃マスタ

（消費地倉庫ー店舗）

・時間距離運賃マスタ

（物流センター港）

マスタ

時空間ネットワークによるシミュレーション 結果出力（船積み表）

結果

帳票

・出荷情報別経路結果

・経路結果

・得意先別結果

・消費地倉庫結果

入出力情報と手法概説

入力情報 出力情報

t = 1

t = 2

t = 3

t = 4

t = 5

t = 6
時
間
軸

物流センタ 出荷港 着荷港 消費地倉庫 店舗
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１．最適化を行うための問題点の整理

上海
恵幸

上海
空港

上海
港

成田
空港

東京
港

横浜
港

大阪
港

神戸港

下関
港

川崎

神戸/
大阪

下関

博多

店舗
１

店舗
２

店舗
３

店舗
n

博多港

要素１：ネットワーク

…
…

•空路・航路（・列車）についてはダイヤ情報
•トラック輸送については所要時間
•コスト情報

要素２：荷物 （これ以上分割しない単位で与えられるものとする：最大10000個程度）

•出荷可能日時
•納品先
•納品期限
•容積
•重量（CO2排出量計算のため）

各荷物の経路と時刻を決定

中国の物流センターから最終消費地までの効率の良い輸送手段と貨物の積み合わせをどのように立案するか？
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２．問題を解くための整理（１）時空間ネットワーク

上海物流センタ

上海空港

上海港

成田空港

東京港

横浜港

大阪港 川崎

神戸/大阪

店舗１
(東京)

12/1 9:00

12/1 10:00

12/1 11:00

12/1 17:00

12/1 18:00

12/1 19:00

12/1 20:00

12/1 21:00

12/1 22:00

12/1 23:00

12/2 10:00

12/2 11:00

12/2 12:00

12/2 13:00

時
刻

…
…

•各地点・各時刻の組合せを点とする。
•空路・航路（・列車）のダイヤ情報およびトラックの所要時間がこのネットワーク上で表される。
•枝（矢印）の上にコスト情報を載せる。
•時刻の単位は１時間を想定。

……… …… ……
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３．問題を解くための道具（２）時刻依存最短路問題

S

1

2

G

コスト ２
時 間 ２

コスト ４
時 間 １

コスト ４
時 間 １

コスト １
時 間 １

コスト ２
時 間 １

コスト0 .2コスト0.1

例題：下図において、時刻０でスタートし、時刻４でゴールする経路の中で、コスト最小の経路を求めよ。
ただし、スタートとゴールではその位置にとどまれる（在庫に相当し、在庫コストが発生）こととする。

S 1 2 G

0

1

2

3

4

4

4

0.1

2

2
2

4

4
1

2

2

0.2

0.2

１．時空間ネットワークで表現する

S 1 2 G

0

1

2

3

4

0

0.1 4

64.12

4

4

0.1

2

2
2

4

4
1

2

2

0.2

0.2

２．上から順に、その位置に
来るまでの最小コストを
埋めていく

S 1 2 G

0

1

2

3

4

0

0.1 4

64.1

632.1

2

4

4

0.1

2

2
2

4

4
1

2

2

0.2

0.2

××○

３．同じ位置に来る矢印が
複数あるときは、
コストが安いほうを選ぶ

S 1 2 G

0

1

2

3

4

0

0.1 4

64.1

6

5

32.1

2

4

4

0.1

2

2
2

4

4
1

2

2

0.2

0.2

××○

×× ○

４．時刻４でのゴール地点の
最小コストと経路が求まる

解法：動的計画法(DP; Dynamic Programming)を利用
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４．後処理：初期解を改善していくメタヒューリスティック手法

A-1 B-1 C-1 D-1

A-2 B-2 C-2 D-2

A-3 B-3 C-3 D-3

A-4 B-4 C-4 D-4

A-5 B-5 C-5 D-5

1時

2時

3時

4時

5時

E-1

E-2

E-3

E-4

E-5

A-1 B-1 C-1 D-1

A-2 B-2 C-2 D-2

A-3 B-3 C-3 D-3

A-4 B-4 C-4 D-4

A-5 B-5 C-5 D-5

1時

2時

3時

4時

5時

E-1

E-2

E-3

E-4

E-5

複数のパスを
入れ替えることによって
コストの削減を図る

港

港

港
A

B

C

D

E

①50%

②50%

④50%

③50%

港

港

港
A

B

C

D

E

①50%

②50%

④50%

③50%
②と④を入れ替えると
港間の積載率は変化しないが
港からの配送が効率的になる

このような改善をこの問題に特化した複数のローカルサーチで行う。

積地港Ａ 揚地港Ｂ 揚地港Ｃ 店舗Ｄ 店舗Ｅ 積地港Ａ 揚地港Ｂ 揚地港Ｃ 店舗Ｄ 店舗Ｅ
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まとめ

改正省エネ法報告初年度にあたり、荷主・運送事業者共に様子見、または試行錯誤の
状況であるが、輸送量とＣＯ２排出量が横並びで公表されることにより、次年度以降、
積極的な取組みが予想される。

ＣＯ２削減施策提出も義務化されていることから、物流への戦略的な取組みが求められ、
センタ施設配置問題や経路最適化など最適化手法の活躍の場が増加する。

物流施策の評価・検証のため、データ収集方法の自動化や評価方法の提示も
必要。現場の運用に役立つ現実的な手法が必要となる。

ＯＲ技術の活躍に期待！！
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